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20歳以上60歳未満1号及び任意加入国民年金被保険者・国民年金拠出・無拠出受給権者

区民が将来受給すべき老齢基礎年金の受給率を高めるようにする。

○事業開始 昭和36年4月
○国民年金の資格等適用関係各種届出の受理・審査後、社会保険事務所へ送付する。
○国民年金保険料の納付が困難な被保険者から保険料免除申請・学生納付特例申請を受理
し、必要条件の審査・所得情報を確認後、社会保険事務所へ送付する。
○1号期間のみの老齢基礎年金・障害基礎年金等受給権者からの裁定請求、障害基礎（20歳
前）年金受給者の現況届、その他給付に係る申請を受理し、必要条件を審査後、社会保険
事務所へ送付する。

国民年金法・国民年金法施行令・国民年金法施行規則・国民年金市町村事務処理基準

平成16年度の年金制度改正により、平成17年4月若年者納付制度の新設、免除基準の緩和
等が図られた。平成18年7月には多段階免除・継続免除制度が新設された。また、現在、社
会保険庁改革を含む国民年金関係法案が審議中であり、今後も様々な施策が実施される予
定である。このため、国の動向を注視し、的確に対応していく必要がある。

成果指標１ 国民年金加入率（被保険者数÷20歳以上60歳未満区民数）目標：21年度50％
成果指標２ 65歳以上区民が老齢基礎年金等を受給している割合（老齢・通算老齢・老齢

基礎年金等受給者数÷65歳以上の区民人数）目標：21年度91.2％
活動指標１ 2号を除く被保険者数 活動指標２ 学生納付特例・免除者数

改善。法に基づき、適法かつ適正に実施しなければならない事業ではあるが、事務改善を
随時行い、より効率的・効果的な事業としていくべきである。

はい。国民年金法第3条第3条及び国民年金法施行令第18条の規定より市区町村が行う法定
受託事務である。

実施可能。学生納付特例猶予及び免除事務の一部作業においては民間活用することが可能
であると考えられる。

はい。窓口での年金相談や広報かつしか、ホームページ、制度周知用パンフレットなどを
工夫し、分かりやすく国民年金制度周知することにより、将来区民が無年金者となること
を防ぎ、年金受給権の確保の向上を図る余地がある。

あまりない。事業費は国民年金システム機器の借上料と必要最小限の国民年金制度周知用
のパンフレット等の印刷費であるため、これ以上の経費削減は難しい状況である。
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コスト分析表
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国庫支出金

都道府県支出金

地方債

再雇用職員分

一般財源

その他

事業費

(職員数:賦課)

(職員数:配賦)

職員数合計(9)+(10)

間接費
(加算)減価償却費

(加算)金利

(加算)退職給与引当

(控除)コスト対象外

(控除)雑収入

調整額計
(13)+(14)+(15)-(16)-(17)
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